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荒尾市協働の地域づくり推進条例[解説] 
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第１章 総則 

  

 

 

 

 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、住みよい荒尾市を築くために大きな役割を担う地域づくりについて、基本理

念を定め、市民と市の役割を明確にするとともに、地域づくりに関する市の支援等に関し必要な

事項を定めることにより、安定的かつ継続的な地域づくりを推進することを目的とする。 

＜解説＞ 

第１条では、何のためにこの条例を制定するのか、その目的について定めています。 

この条例の目的は、より多くの市民と市が一緒になって地域づくりの具体化を進め「住民満足度が高

く快適で住みよい荒尾市をつくること」を目指すための基本的な取り組みや役割を定めることです。 

荒尾市は、東に小岱山、西に有明海と自然豊かな風土の中、より良い生活環境を築くため、みん

なで助け合い、誇れる郷土づくりを行っています。これからも更なる飛躍に向け、地域が主体とな

った地域づくりを推進していきます。 

 現在、荒尾市においても全国的に見られるように少子高齢化問題、環境問題、情報化社会の急速

な発達、地方分権などの地域における様々な課題が顕在化しています。これらの課題解決が行政機

関だけでは困難な時代となってきている中、本市においては、これまで協働のまちづくり推進指針

を策定し、地域社会の中で互いに助け合うコミュニティ意識を醸成する取組に努めてきました。こ

れからは、その成果をいかし、市民と市の役割を明確にし、安定した地域づくり活動ができる環境

をつくることが必要となります。その中で、地域福祉の充実、防災・防犯活動などを推進していく

ためには、地域コミュニティ単位での実施が望ましく、地域の団体が機能的に活動できる仕組みづ

くりが必要です。 

その仕組みづくりを支える手法として、この条例を制定します。 

＜解説＞ 

前文では、この条例を策定するにあたって、条例本文では示しきれない荒尾市の状況や市民が中心と

なった地域づくりの基本的な姿勢、考え方を明らかにしています。 

参考資料１ 
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（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１)地域づくり 住みよい豊かな地域社会をつくるための取組をいう。 

(２)市民 次に掲げるものをいう。 

ア 市内に住所を有する者 

イ 市内に通学し、又は通勤する者 

ウ 市内において、事業又は活動を行う者 

エ 市内において、事業又は活動を行う法人その他の団体 

(３)市 市長その他の執行機関をいう。 

(４)地区 地域コミュニティを基本として市全体を区分けした行政事務上の区域をいう。 

(５)協働 市民同士及び市民と市が対等な関係で、相互の理解と尊重の下、連携及び役割分担を

明確にし、共通の目的に向かって共に取り組むことをいう。 

(６)地域団体 自治会のような地縁に基づくもので、市民が相互に助け合うことを目的とした団

体をいう。 

(７)市民公益活動団体 営利を目的としない市民の自発的かつ自主的な社会貢献活動により公益

の増進に寄与することを目的とした団体で、その活動が次のいずれにも該当しないものをいう。 

ア 専ら直接的に利潤を追求することを目的とする経済活動 

イ 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする活

動 

ウ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的とする活動 

エ 議員など特定の公職の候補者、公職にある者若しくは政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反することを目的とする活動 

＜解説＞ 

第２条では、この条例で使用している用語の意味について規定しています。 

この条例の解釈にあたり、重要となる用語として「地域づくり」「市民」「市」「地区」「協働」「地域

団体」「市民公益活動団体」を掲げ、その定義を示しています。 

○市民（第２号） 

この条例で「市民」とは、市内に住んでいる人のほか、市内で学ぶ人や働く人、市内で事業や活動を

行っている人や団体と大きく捉えています。 

○地区（第４号） 

「地区」とは、旧小学校区を基本として分けられた区域のことです。荒尾市では平成 23 年 4 月 1 日

から「校区」から「地区」へと名称の変更を行いました。 
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第２章 市民と市の協働 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本理念） 

第３条 地域づくりは、市民同士及び市民と市が対等な関係で、相互の理解、尊重及び協力に基づ

いて、市民の自発的な発想並びに市民と市の連携及び役割分担により行われることを基本とす

る。 

＜解説＞ 

第３条では、地域づくりを推進するうえで常に考えておくべき基本的な考え方を基本理念として規定

しています。 

地域づくりの担い手である「市民（各地域づくり団体を含む）」と「市」との関係は対等な関係であ

ることが必要です。そのなかで、お互いのことを理解・尊重し、また各々が積極的に協力する関係が

望まれます。 

そこで、これからの市としては、市民がそれぞれ持っている、優れた知識や技能を受け入れ、活かし

ていくという方向で、地域づくり活動を行っていかなければなりません。 

こうした取り組みにより、荒尾市における地域づくりは市民と市とが対等な立場に立ち、お互いに助

け合いながら、豊かな荒尾を創造していくことになります。 

（条例事項の尊重） 

第４条 この条例は、本市における地域づくりの基本原則であることから、市民及び市は、この条

例で定める事項を尊重するよう努めなければならない。 

＜解説＞ 

第４条では、この条例を尊重することを規定しています。 

この条例は、今後荒尾市が地域づくりを推進するうえで基本となる条例です。市民や市がこの条例の

趣旨を理解し、行動することにより、この条例の価値は高まっていきます。 

そのため、市民と市はこの条例を尊重しながら、協働して地域づくりを推進していきます。 

（市民の役割） 

第５条 市民は、自らが地域づくりの主体であることを認識し、地域社会に関心を持ち、自らでき

ることを考え、実践するよう努めなければならない。 

＜解説＞ 

第５条では、地域づくりの主役は市民であることを明示し、その役割について規定しています。 

それは、住みよい地域を創るためには、市民個人の協力や理解が必要となります。 

そのために、ここで、市民一人ひとりの役割に重点を置いています。 

また、この条例は地域づくりに参加しないことで不利益な扱いを受けたり、参加を強制するものでは

ありません。 
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（市の役割） 

第６条 市は、地域づくりについて、職員の意識改革を図るとともに、市民の自主性を尊重しつつ、

豊かな地域づくりについて必要な施策を講じるよう努めなければならない。 

＜解説＞ 

第６条では、地域づくりに必要な市の役割について規定しています。 

荒尾市の現状として、地域活動に積極的に参加する市職員が少ないという課題があります。 

そのため、市職員が地域活動に自発的に参加するよう促す研修等を開催することで市職員の意識を変

えることが必要です。 

また、市は市民活動を行いやすい体制を整え、市民の意見を反映した地域づくりを推進します。 

（地域団体の役割） 

第７条 地域団体は、地域住民のつながりを強くするとともに、個人では解決困難な課題について

地域でできることを考え、その課題の解決を図る取組等を通じて地域づくりの推進に努めなけれ

ばならない。 

＜解説＞ 

第７条では、地域づくりを推進する上で中心となる地域団体の役割について規定しています。 

ここでいう地域団体とは、地域住民が自主的に参加し、市民の生活に密着した団体です。例えば、自

治会や子ども会、婦人会、老人会、PTA、地区協議会などです。 

これからの地域づくりでは「まず自分達で解決できることは自ら行動し、そこで解決できない場合は

地域や行政と協力して解決に取り組み、それでも解決できない場合は行政が解決に取り組む」といっ

たことを基本とし、課題解決に必要な活動を行うことが大切です。 

こうしたことから、地域団体は豊かな地域社会を創造するために、市民同士の親睦を図り、絆を深め、

互いに助け合いながら、地域の課題について取り組んでいくこととします。 

（市民公益活動団体の役割） 

第８条 市民公益活動団体は、地域性、専門性等をいかし、その活動の質を高め、継続して地域づ

くりの推進に努めなければならない。 

＜解説＞ 

第８条では、市民公益活動団体の役割について規定しています。 

ここでいう市民公益活動団体とは、営利を目的としない市民の自発的かつ自主的な社会貢献活動を行

う団体です。例えば、ボランティア団体や NPO 法人などです。 

これらの団体は、それぞれの団体がもつ地域性や専門性あるいは、先進性を活かし、地域づくりを推

進していきます。 
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第３章 地区協議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（協働の推進） 

第９条 市民及び市は、相互にそれぞれの特性をいかし、補完し合いながら、共通の課題を解決し、

目的を達成するため、協働による地域づくりを積極的に推進するよう努めなければならない。 

＜解説＞ 

第９条では、地域づくりを推進する上での基本的な進め方について規定しています。 

協働して地域づくりを推進していくためには、市民と市が相互に相手を理解し、その特性を生かし、

出来ることと出来ないことを見極めながら、足りないところは補完し合い、地域課題などを解決して

いかなければなりません。 

 

（人づくり） 

第１０条 市民及び市は、地域づくりの担い手を発掘し、育成するため、研修等の機会の充実に努

めなければならない。 

＜解説＞ 

第１０条では、地域づくりを担う新たな人材の発掘や育成について規定しています。  

多くの地域団体や市民公益活動団体が直面している課題として「人材不足」の問題があります。  

この課題を解決するために、市民と市は新たな人材の発掘や育成に対し協働して取り組むことが必要

です。 

そのために必要となる研修会等を開催し、地域づくりの人材の発掘や育成を推進し、各団体の活性化

につなげます。 

（地区協議会の位置付け） 

第１１条 地区協議会は、地域団体、市民公益活動団体等で組織され、地域づくりに関し各地区を

代表して市の認定を受けた団体であり、市と対等なパートナーとし、協働して地域づくりを推進

する団体と位置付ける。 

＜解説＞ 

第１１条では、地域づくりを推進していく、地区協議会と市の関係を規定しています。 

地区協議会は地域団体及び市民公益活動団体等で組織された各地区を代表する団体です。具体的な地

区協議会の構成は各地区で異なっていますが、第 7 条（地域団体の役割）、第 8 条（市民公益活動団

体の役割）の解説で説明した団体に加え、行政協力員、社会教育主事補、スポーツ推進委員、民生委

員・児童委員などで構成されています。 

これらの団体等で構成されている地区協議会をその地区において地域づくり活動を行う団体の代表

として、市が公的な認定を行います。 

これにより、地域を代表する団体として地域づくりを推進していきます。 
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第４章 地域づくり活動の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地区協議会の役割） 

第１２条 地区協議会は、地域の課題を総合的に捉え、その課題の解決に取り組むとともに、構成

団体間及び市との連絡調整に努めなければならない。 

（地区協議会の認定） 

第１３条 第１１条の認定に関し必要な事項は、別に規則で定める。 

＜解説＞ 

第１３条では、第１１条で位置付けられている地区協議会の認定について規定しています。 

市より地域づくり団体を認定する条項を設け、審査を行い、認定します。 

そうすることにより、地区協議会の位置づけを明確にし、さらなる協働の地域づくりを推進します。 

＜解説＞ 

第１２条では、地区協議会の役割について規定しています。 

地区協議会は、地域の代表として各構成団体等を集めた定期的な会議を開催することで連絡調整を行

うとともに、各団体間等で情報共有を行います。これにより、各団体や地域の抱える問題を把握でき、

連携・協力して解決につなげる事ができます。 

（地区協議会への支援） 

第１４条 市は、地区協議会に対し、地域づくりを推進するため、及び当該地区協議会又はその構

成団体が策定した計画の実現のために必要と認めるときは、技術的支援、人的支援その他の必要

な措置を講じるとともに、予算の範囲内において、財政的支援をすることができる。 

＜解説＞ 

第１４条では、地域づくりを推進するため行政の支援について規定しています。 

地域が抱える課題は、地域ごとに多種多様であり一律の支援では、効率的に課題を解決することがで

きません。そこで、地域が特色を活かして取り組む自主的な活動に対しては、地域の自主性を保証す

るため、自主性を損なわない範囲で支援します。 

また、公的な事業で、地域で実施された事業などについては、予算の範囲内で財政的な支援をおこな

っていきます。 

（市職員の参加推進） 

第１５条 市職員は、地域づくりに関しその重要性を認識するとともに、自らも地域社会の一員と

して、積極的に地域づくりに参加するよう努めなければならない。 

＜解説＞ 

第１５条は、地域づくり活動への市職員の参加推進について規定しています。 

今後の地域づくりを推進していくためには、市職員も地域に戻れば一地域住民であるという考えのも

と、市職員が地域づくりに関心を持ち、地域づくりの必要性について理解を深め、地域活動に地域住

民としての積極的参加を推進します。 
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（情報の共有化） 

第１６条 市民及び市は、地域づくりを推進するため、相互に地域づくりに関する情報を提供し、

及び共有することに努めなければならない。ただし、市民の権利及び利益を侵害しないよう配慮

しなければならない。 

＜解説＞ 

第１６条では、地域づくりを推進するため、情報の共有について規定しています。 

市が地域づくりに関する情報を積極的に公開・提供し、市民も積極的に情報を提供することで、情報

の共有化を図りながら地域づくりを推進していきます。 

（地域づくり推進委員会の設置） 

第１７条 市長は、この条例の実効性を高めるため、荒尾市地域づくり推進委員会（以下「推進委

員会」という。）を設置する。 

２ 推進委員会は、次に掲げる事項を検証及び審議し、市長に意見を述べることができる。 

(１) この条例の適切な運用に関すること。  

(２) 地域づくりを推進するために必要な施策及び方策に関すること。 

(３) この条例の見直しに関すること。  

(４) その他市長が必要と認めること。 

３ 前２項に定めるもののほか、推進委員会に関し必要な事項は、規則で定める。 

＜解説＞ 

第１７条では、条例の実効性を高めるため、地域づくり推進委員会の設置について規定しています。 

この推進委員会は条例の施行後、この条例が作成時の目的に沿って、適切に運用されているか、条例

が今後の社会情勢の変化に対応しているかなどを検討し、条例の実効性を高め、効果的な地域づくり

の推進を目指すものです。 
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第５章 雑則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例の見直し） 

第１８条 市長は、必要に応じてこの条例を見直すものとする。 

＜解説＞ 

第１８条では、条例の見直しについて規定しています。 

今後、社会情勢はますます変化していくことが予想され、この条例で定めている内容と実態が乖離す

ることが考えられます。 

そのため、前条において推進委員会の検討事項に条例の見直しについて規定しているが、あえて明示

的な規定を置くことで、見直しなどを積極的に行うものとします。 

（委任） 

第１９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

＜解説＞ 

第１９条では、条例の委任について規定しています。 

この条例を運用していく上で、必要となる規則、要綱等を市長が別に定められるようにしています。 

附 則 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 


